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研究成果の概要（和文）：日本産業衛生学会に所属する産業看護職を対象として、地域保健との連携に関する質問紙調
査を実施し連携の実践者を抽出した後、電話および面接のインタビューにより、連携内容やメリット、コンピテンシー
等について調査を行った。
本研究の成果は次の4点である。①産業看護職による地域保健との連携の現状が明らかになった（連携経験者は５割弱
、産業看護実践経験が浅いほど連携経験が無い、等）②産業看護職が地域保健と連携することで多くのメリットが得ら
れる。③地域保健との連携における産業看護職のコンピテンシーが明らかになった。④産業看護職を対象とした地域保
健との連携に関する教育プログラム開発・実施の必要性が明確になった。

研究成果の概要（英文）：A questionnaire research about the collaboration by occupational health nurses 
(OHN) and cross- municipal public health staff in regional by mail was conducted for OHN who is taking 
part in Japan Society for Occupational Health.We investigated collaboration contents and merits, 
competencies by the interview of a telephone and the meeting.
The outcome of this study is four points of the next.①This study demonstrated current status of 
collaboration (The experienced OHN of the collaboration is approximately 50%, OHN whom the practice years 
of experience of the occupational health nursing have a short does not collaborate.)②OHN can get many 
merits by collaborating with public health staff.③This study demonstrated competencies that is necessary 
when OHN collaborate.④Educational program development, enforcement about the collaboration with the 
public health staff for OHN should be considered .

研究分野： 公衆衛生看護学、産業保健看護学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
（1）近年の健康問題を解決するためには、
地域・職域連携が不可欠である 
 
 近年、職域（産業）保健では、特に過重労
働、メンタルヘルス不全に関する問題が深刻
となっており、「過重労働による健康障害防
止のための総合対策について」、「労働者の心
の健康の保持増進のための指針」等に基づき
各企業ごとに過重労働対策、メンタルヘルス
対策に取り組む必要性が生じている。しかし、
中小規模事業場の場合、それらの対策に対す
るニーズはあるものの、資金不足や専門的知
識を有するスタッフの不足等により、対策が
立ち遅れている現状が見受けられる①。また、
大規模事業場においても、高齢者の介護や育
児面における不安から心身の不調をきたし、
健康的に働けない従業員が増えていること
が考えられ②、従業員の家族を巻き込むよう
な新たな解決策を見出す必要性が考えられ
る。そのためには、地域保健、職域保健がこ
れまでに蓄積してきた方策を互いに提供し
合い、地域保健と職域保健が連携（「地域・
職域連携」）した対策を講じることが不可欠
である。また、働く世代の健康度が向上すれ
ば、家族の健康度も向上し、中小規模事業場
も含めてメンタルヘルス対策が充実すれば
自殺者の軽減が期待できることなどから、地
域保健が抱える様々な健康課題の解決にも
繋がると考える。 
 
（2）産業看護職への地域・職域連携推進事
業ガイドラインの周知不足と、連携実施率の
低さ 
 
厚生労働省の地域・職域連携支援検討会は、

2005 年 3月、地域・職域連携推進事業ガイド
ライン（以下、「ガイドライン」）を作成（2006
年、2007 年改訂）③したが、職域保健関係者
には配布されておらず、特に、各企業に所属
する産業保健スタッフへの周知がなされて
いない。実際に、産業看護師を対象とした質
問紙調査④において、ガイドラインを読んだ
経験がある者は 22.3％であった。また、この
調査において、これまで産業保健活動を行う
上で地域保健（保健所・市町村保健センター）
スタッフ等と連携する必要性を感じたこと
がある者は 72.8％であったが、実際に連携し
たことがある者は、19.8％に留まっていた。
連携の必要性を感じても、実施するまでには
至っていない現状が明らかになっている。 
 
（3）産業看護職による地域保健との連携に
関するメリットやコンピテンシーの明確化
および、教育プログラム開発の必要性 
 
産業看護職の地域保健との連携実施率は

低く、参考になるような先行事例も少ないこ
とから、地域保健との連携のメリット、また、
連携を実践する上で必要な知識や技術等に

ついてイメージできていない産業看護職が
多いことが予測できる。このことから、連携
のメリットや連携に必要なコンピテンシー
を明確にすることは重要な課題であると考
える。さらに、そのコンピテンシーを身につ
けるための教育プログラムを開発すること
は重要な課題であると考える。 
 

２．研究の目的 
 本研究の目的は、産業看護職による地域保
健との連携の現状や連携方法、連携のメリッ
トを明らかにし、今後、産業看護職の立場か
らも地域・職域連携を推進していけるよう、
そのコンピテンシーを明確にすることであ
る。また、その連携実践におけるコンピテン
シー向上を目指した教育プログラムを開発、
検証することである。 
 
３．研究の方法 
（1）産業看護職を対象とした質問紙調査（自
記式質問紙票郵送法） 
 
①対象：日本産業衛生学会登録の産業看護職
1004 名 
 
②調査期間：2012 年 11 月～2013 年 1月 
 
③質問紙の調査項目：産業看護職実務経験年
数や保有資格（保健師・看護師・衛生管理者）、
所属機関の種別（企業・健康保険組合・その
他）、担当従業員数、地域保健との連携実施
の有無、連携の対象やその内容等。 
 
④分析方法：基本統計量を算出。連携経験の
有無と産業看護実務経験年数との関連の有
無および、連携対象者と連携内容の関連につ
いて、クロス表における X2検定にて検討した。 
 
（2）地域保健との連携経験を持つ産業看護
職への電話インタビュー調査 
 
①対象：地域保健との連携経験のある産業看
護職 253 名（前述の質問紙調査の結果）のう
ち、電話インタビューの承諾を得られた 40
名 
 
②調査期間：2013 年 3月～2013 年 4月 
調査内容：連携対象、連携の経緯やその内容、
連携のメリット等 
 
③分析方法：対象者の基本情報について、質
問紙調査の回答者である産業看護職 547 名
と比較した（X2検定）。連携のメリットについ
ては、質的統合法（KJ 法）を用い、聞き取っ
た内容から意味のある文言を抽出し、類似す
るものをまとめ、カテゴリーを生成した。  
 
（3）地域保健との連携経験を持つ産業看護
職への面接インタビュー調査 
 



①対象：地域保健との連携経験のある企業に
所属する産業看護職 10 名 
 
②調査期間：2013 年 5月～2014 年 1月 
 
③調査内容：地域保健との連携の経緯や内容
とそのメリット、および産業看護職が地域保
健関係者と連携する場合、どのようなコンピ
テンシー（技術・能力）が必要と考えるか等 
 
④分析方法：産業看護職が地域保健との連携
を行う上で、『日頃からの工夫や取り組み』、
『実際の連携場面』、『会社への説明とその方
法』、さらにすべての連携活動を行っていく
うえで基盤となる『姿勢や視点』があると考
え、この 4つの側面を設定した。インタビュ
ーの内容は逐語録に起こし、地域保健との連
携に関するコンピテンシーについて語られ
た文脈を抽出し単文化した。得られた項目を
意味内容の類似性に従ってまとめ、カテゴリ
ー名を命名した。   
 
（4）地域保健との連携経験を持つ産業看護
職へのフォーカス・グループ・インタビュー
調査  
 
①対象：地域保健との連携経験のある企業に
所属する産業看護職 10 名 
 
②調査期間：2015 年 1月～2015 年 2月 
 
③調査内容：面接によるインタビューで抽出
した項目の表現について確認、教育プログラ
ム開発に向けての意見交換 
 
４．研究成果 
（1）産業看護職による地域保健との連携の
現状が明らかになった。 
 
 地域保健との連携経験を有する者は
46.5％であった（表 1）。また、地域保健との
連携内容で割合が高かったものは、「地域保
健関係者への情報提供や情報交換を行う」、
「個別事例への支援を地域保健関係者と協
働して実施する」であり、従業員個々の健康
問題や家族の健康問題に関連する連携が多
いことが推察された。この背景として、メン
タルヘルス不全、各種悪性疾患、若年性認知
症、発達障害、不登校、家庭内暴力というよ
うに、従業員本人やその家族が抱える健康問
題や家庭問題が多種多様化しており、人事部、
総務部、労働組合、健康保険組合など企業内
の関係部署との連携のみでは解決し得ない
事例も増えていることが考えられる⑤⑥。 
さらに、連携経験の有無は、産業看護実務

経験年数と有意な関連が認められた（表 2）。
このことから、経験の浅い産業看護職の場合、
地域保健業務の実際に関する知識が浅く、連
携方法等の技術が身に付いていない可能性
が考えられる。また、個別の困難事例におい

て健康問題の解決に関わるキーパーソンを
どのように選定するのか、従業員の家族まで
視野に入れた支援の必要性の判断が難しい
ことも考えられた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
（2）産業看護職が地域保健と連携すること
によって得られる多くのメリットが明らか
になった。 
 
 対象の産業看護職は、地域保健と連携する
ことにより、産業保健活動を進める上でのメ



リットを数多く感じており、その他にも、従
業員自身にとってのメリット、産業看護職が
考える地域保健にとってのメリットについ
ても明らかになった（表 3）。特に、退職時の
支援を充実することは、地域・職域連携の目
的の一つである「生涯を通じた継続的な健康
管理」を行うための有効な手段である。産業
看護職が地域保健関係者から退職者に役立
つ情報を得て、退職者支援に活かすことで、
従業員の地域保健への継続をスムースにす
ることが可能となる。このようなメリットが
明らかになったことは、現在、各地における
地域・職域連携推進協議会の在り方が問われ
る中、大きな成果であると考える。川上は⑦、
認知症の親を抱える従業員への支援におい
て地域保健と連携した事例から、社員が生き
生きと能力を十分発揮して働くためには、本
人が心身共に健康であると同時に、家庭（家
族）が安定している必要があるということを
事例から学び、地域との連携の必要性を改め
て感じたと述べている。このような地域保健
との連携の実践者を産業看護職の中にも増
やしていくことでメリットを実感する体験
が広まっていけば、徐々に地域・職域連携も
推進されていくのではないかと考える⑧。 
 
（3）本研究により、初めて地域保健との連
携における産業看護職のコンピテンシーが
明らかになった。 
 
 地域保健と連携するために必要なコンピ
テンシーについて概要を図にまとめたので、
図 1に示す。 
 
①『日頃からの工夫や取り組み』 
33 の項目、9 の中項目、3 の大項目があげら
れた。産業看護職から自治体へ出向き、顔の
見える関係づくりをするようなコンピテン
シーが明確になった。 
 
②『実際の連携場面』 
30 の項目、7 の中項目、3 の大項目があげら
れた。個別支援では、個人情報保護に関する
同意を取り、従業員や家族の状況等から産業
看護職が関わる程度を判断しつつ、連携する
ようなコンピテンシーが明確になった。また、
集団支援では、産業看護職から自治体へ協働
企画を持ちかけたり、事業所や従業員の特性
を積極的に説明する、といったコンピテンシ
ーが明確になった。 
 
③『会社への説明とその方法』 
11 の項目、3 の中項目、1 の大項目があげら
れた。従業員が元気に働き続けるためには、
地域保健と連携する必要があることを会社
側にわかりやすく説明する、といったコンピ
テンシーが明確になった。 
 
④『地域保健と連携を行うにあたって重要な
姿勢や視点』 

14 の項目、4 の中項目、1 の大項目があげら
れた。従業員が「事業所に所属する期間だけ
の健康づくりを支援するのではない。」とい
う当たり前だが、欠かせないこの視点が大切
であることが明確になった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
（4）産業看護職を対象とした教育プログラ
ム開発・実施の必要性がさらに明確になった。 
 
 フォーカス・グループ・インタビューにお
いて、前述の「地域保健と連携するために必
要なコンピテンシー」の項目について表現を
追加・修正すると共に、教育プログラムの開
発や、今後、地域保健との連携技術等を高め
るための研修会を具体的に企画していくこ
とについて意見交換を行った。それにより、
今回の研究で明確になった地域保健との連
携のメリットを研修会等で多くの産業看護
職に伝える機会を設けること、また、コンピ
テンシーを身に付けるための実践教育が必
要であることを再確認出来た。今後、これら
の研究成果を生かし、実践的な教育プログラ
ムの開発に取り組む必要がある。 
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